次世代育成支援行動計画モデル試案（群馬県版）

Ⅰ　趣旨

　先の通常国会で成立した次世代育成支援対策推進法により、全ての都道府県及び市町村において次世代育成支援のための行動計画を策定することが義務づけられた。これを踏まえて、厚生労働省や文部科学省など主務官庁の７大臣は、行動計画の策定に関する指針を定め、官報に告示した。これに基づき、本県及び県下市町村においても、平成17年度から始まる行動計画を策定することとなる。

　指針では、働きながら子育てしている家庭のみならず、専業主婦家庭を含む全ての子育て家庭への支援や、次代を担う子どもが健やかに生まれ育つための環境整備を謳っている。当然のことながら、幼児教育の充実や幼稚園における様々な子育て支援活動の展開も、次世代育成支援対策を進める上で重要な課題となる。そこで、本協会としても、本県・市町村における次世代育成支援対策がより効果的に推進されるよう、幼児教育の充実及び幼稚園を活用した子育て支援事業の拡充等に関して、計画策定の参考となることを願ってモデル試案を作成することとした。

　この試案が、本県・市町村における行動計画策定に少しでも役立ち、実効性のある行動計画が策定されることを期待して止まない。

Ⅱ　基本的な考え方

　次世代育成支援対策推進法は、基本理念として「父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の下に、家庭その他の場において、子育ての意義についての理解が深められ、かつ、子育てに伴う喜びが実感されるように配慮して行われなければならない」ことを謳い、地方公共団体の責務について「基本理念にのっとり、次世代育成支援対策を総合的かつ効果的に推進するよう努めなければならない」と規定している。この基本理念及び地方公共団体の責務を尊重することが、まず何よりも大事であると考える。

　また、行動計画策定指針は、計画策定に当たっての基本的な視点として、①子どもの視点、②次代の親づくりという視点、③サービス利用者の視点、④社会全体による支援の視点、⑤すべての子どもと家庭への支援の視点、⑥地域における社会資源の効果的な活用の視点、⑦サービスの質の視点、⑧地域特性の視点――という８つの視点を挙げている。本県・市町村においても、これらの視点を反映した計画を策定することが重要であると考える。特に、「すべての子どもと家庭への支援の視点」として、単に仕事と子育ての両立支援のみならず、「広くすべての子どもと家庭への支援という観点から推進することが必要」であると説いている点は、今後の子育て支援策を考える上で極めて重要な視点だと言える。

　これらを踏まえ、本協会としては、次代を担う子どもにとって、幼児期が人間形成の基礎を培う極めて重要な時期にあることから、子ども自身の健やかな育ちを保障する幼児教育の充実を図ることこそが、最重要課題であると認識している。それとともに、親が自らの手で子育てをしたいという思いを最大限に尊重しつつ、そうした子育てに伴う喜びが実感できるような支援を行うことを基本に、幼稚園という地域社会資源を最大限に活用した様々な子育て支援策が必要であると考える。従って、幼児教育の専門施設である幼稚園が、その機能を十二分に発揮するための環境整備を図ると同時に、子育て支援施設としての幼稚園の可能性を追求することが、次世代育成支援対策の効果的な推進に役立つものと確信している。

Ⅲ　本県及び市町村における現状と課題

　少子化の進行は、本県においても例外ではなく、０～５歳児の乳幼児人口は、この15年間に13万7358人から11万7416人へと2万人近く減少している。これは率にして14.5％の減少となっている。幼稚園該当年齢児である３～５歳児の幼児人口に限ってみると、15年間に7万2313人から5万9440人へと1万3000人近く減っている。これは17.8％の減少で、乳幼児人口全体の減少率よりも大きい。

　その理由は定かではないが、データを見る限り０～２歳児よりも３～５歳児のほうが人口定着率が低い。言い換えると、３～５歳児のいる世帯で人口流出が起こっている可能性がある。乳幼児を持つ若い保護者のいる家庭が居住地域に魅力を感じ、住み続けることは、自治体にとって人口がパワーであるという意味において、本県にとっても重要なことであり、その点で３～５歳児のいる世帯の定着率を高める必要があるものと考える。幼児教育の一層の充実を図る一つの意義も、そこに求めることができる。

　一方、この15年間の幼稚園、保育所の状況を見てみると、国公立幼稚園については園児減に伴って定員を1万9031人から1万4802人へと大きく減らしていることもあって、定員充足率（50％台）に大きな変化はない。私立幼稚園については、やはり定員を2万5810人から2万4880人へと若干減らしているものの、それを上回って定員充足率が89.7％から76.0％へと14ポイント近く落ち込んでいる。実員ベースでは、2万3164人から1万8904人へと4200人以上減少している。

　これに対して保育所は、定員、実員、充足率とも増加している。定員は、3万6068人から3万7184人へ、実員は3万1251人から3万9741人へ、充足率は86.6％から106.9％へとそれぞれ増えている。保育所については、定員を超えて入所児童がいることが分かる。

　幼稚園における園児数の減少、保育所における児童数の増加については、女性就労の高まりや核家族化の進展、離婚の増加、家庭の経済事情の悪化など様々な要因が考えられる。あるいは、核家族化していなくとも、祖父母や近隣の人に子どもを預けられなくなってきつつあるなど、子育て家庭を取り巻く状況が厳しくなってきていることも考えられる。

　こうした状況を総合的に考えると、まず第一に乳幼児、とりわけ幼稚園該当年齢児である３～５歳児を持つ家庭の県内定住率を高めることが重要な課題と言える。そのためには、幼児のいる子育て家庭に対して、より充実した幼児教育を提供すると同時に、家庭の経済的負担の軽減を図るなど、幼児教育の一層の振興・充実策が求められる。さらに、子育てそのものが楽しみをもって行われ、親と子どもがともに育つよう、必要な環境の整備を推進する必要がある。

　また、幼稚園児が減少し、保育園児が増加していることに関しては、一つの時代の趨勢とはいえ、家庭の教育力の回復や子どもの健やかな育ちの保障という観点から、その傾向をさらに助長することには慎重でなければならないと考える。特に３歳未満児のいる家庭については、在宅で子育てしている家庭のほうがむしろ多いことから、在宅子育て家庭への様々な支援策を講じることが重要な課題であると言える。

　このほか、保育所の充足率が100％を超えているということは、児童の処遇環境として決して好ましいことではなく、早急な改善が望まれる。また、その結果、待機児童を生じている状況に鑑みて、行動計画策定指針その他で言われているように、幼稚園の預かり保育や様々な子育て支援活動を活用するなどして、地域の子育て支援資源を生かした幅広い総合的な施策を講じることが期待される。

Ⅳ　行動計画策定に当たっての留意事項

（地域協議会の活用に関して）

　指針は、次世代育成支援対策地域協議会の積極的な活用を求めているが、この地域協議会の設置・運営に当たっては、私立幼稚園関係者（理事長、園長など）はもとより、幼稚園に子どもを通わせている保護者もメンバーに加え、総合的かつ効果的な計画の策定を進めるべきであると考える。

　なお、既に協議会を発足させた自治体にあって、幼稚園関係者等が構成メンバーに入っていない場合は、メンバーの追加・補充を行うことが強く望まれる。

（ニーズ調査に関して）

　計画策定に当たっては、「サービスの量的及び質的なニーズを把握した上で市町村行動計画を策定するため、サービス対象者に対するニーズ調査を行うことが望ましい」とされている。その際、平成17年度からの10年間を見据えた真に効果的な行動計画を策定するためにも、次のような視点に配慮することが望まれる。

· 単なる量的ニーズばかりでなく、質的なニーズを十分に把握すること

· ニーズ調査を行うに当たっては、調査票の作成などの面で幼稚園関係者の意見も聞くこと

· ニーズ調査結果を分析するに当たっては、幼稚園関係者を含む地域協議会を活用すること

· ニーズ調査を踏まえて、定量的な目標事業量を設定する場合であっても、保育所の保育サービス等に偏ることなく、幼児教育に関する目標事業量の設定も念頭に置くこと

· ニーズ調査は、質的なニーズを把握する観点から、単なるアンケート調査にとどまらず、できるだけヒアリングや対面調査、保護者らとの懇談会などの多様な方法を講じること

· ニーズ調査を補足する意味からも、国や他の地方自治体などの関連調査やデータも必要に応じて参考にすること

（目標設定）

　指針では、「各施策の目標設定に当たっては、利用者等のニーズを踏まえて、可能な限り定量的に示す等具体的な目標を設定することが必要である」としている。計画に実効性を持たせるために、定量的な目標を設定することには一定の意味がある。しかしながら、質的なニーズに対応した施策を行う場合、定量的な目標設定には馴染まないことも予想される。特に、幼児教育の充実に関する各種施策については、必ずしも数値目標などの定量的な目標設定は適切ではない。

　従って、上記のニーズ調査に関する留意事項と併せて、各施策の目標を設定するに当たっては、ニーズ調査以外の関係資料などの活用のあり方や、それぞれの施策の性格に鑑みて適切な目標設定のあり方を検討する必要がある。

Ⅴ　具体的な方策

　ここでは、行動計画策定指針で示された市町村行動計画の内容に関する事項に即しながら、幼児教育の充実並びに幼稚園を活用した子育て支援などに関する施策例を検討してみた。

〔地域における子育て支援〕

　「専業主婦家庭や母子家庭等を含めたすべての子育て家庭への支援を行う観点」に立って、とりわけ幼稚園と関わりの深い専業主婦家庭への支援を中心に、幼稚園という地域社会資源を有効活用した効果的な施策について検討した。

〈重点項目〉

1 幼稚園における預かり保育の拡充

従来の単なる預かり保育にとどまらず、母親の地域活動を支えるための預かり保育、働く母親の子育てを支える預かり保育、親子が共に育つ活動を支える預かり保育など、多様な機能を持った預かり保育を可能にし、その効果的な実施を推進する。

2 幼稚園における放課後児童クラブの推進

地域に最も密着した社会資源の一つである幼稚園を活用して、小学校教育終了後に児童の養育を支援する放課後児童健全育成事業を推進する。併せて、放課後児童クラブの取り組みを通して、今後の幼小連携のあり方も模索する。

3 子育て支援活動の拡充（幼児教育センター的機能の一層の拡充）

働いている母親より専業主婦のほうが子育てに自信が持てないという調査結果もあることから、幼稚園に子どもを通わせている専業主婦をはじめ、３歳未満の子どもを持つ専業主婦なども含めて、子育てや幼児教育に関する様々な相談・助言活動を行うとともに、必要な情報の提供も積極的に行う。

4 地域に開かれた園づくり事業の促進

幼稚園が子育て家庭や地域社会により身近な存在となり、乳幼児期の親子が楽しく過ごし、かつ交流できる場となるよう、幼稚園の施設設備等を活用しながら安全で安心できる環境を提供する事業を促進する。

〈具体的な施策例〉

· 幼稚園における預かり保育の拡充

「地域活動サポート保育」（仮称）：いわゆる「保育に欠ける」要件には該当しないが、地域ボランティア活動やサークル活動など母親の地域活動をサポートする観点、及び子どもたちが安全かつ快適な環境でのびのび過ごせる環境を提供する観点から、おおむね夕方頃までを目安としたサポート保育を充実させる。具体的には、市町村が定める一定の要件を満たした地域活動を行っている場合に、通常の預かり保育に対する補助とは別にサポート保育補助を行う。

「子育てサポート保育」（仮称）：母親がパートタイム労働やアルバイト等を行っている場合であっても、幼稚園教育を希望する家庭が幼稚園を選択でき、その子どもが幼稚園教育を受けられるよう、保護者の就労状況に応じた預かり保育を実施する。その際、保護者からは就労証明を提出してもらうことを条件とする。即ち、就労証明を提出できる保護者は、保育園を利用できる層でもあることから、それにふさわしい助成措置を講じることが求められる。

「いきいきサポート保育」（仮称）：専業主婦家庭の場合、地域コミュニティが希薄になった中で、ともすれば子育ての孤立化を招きやすい。そこで、正規の幼稚園教育時間終了後、親子が幼稚園の場を使って他の親子と関わりながら、親と子がともに育つ場として活用する。

⇒　数値目標

· 幼稚園における放課後児童クラブの推進

「すくすくアフター保育」（仮称）：小学校に就学している児童のうち、保護者の就労などによって十分な家庭養育を受けられない児童を対象に、小学校教育終了後、幼稚園を活用して適切な遊びや生活の場を提供する。その際、幼稚園という特性を生かして、幼稚園児との交流など付加価値の高い放課後児童クラブを運営するとともに、幼稚園と小学校との連携の切り口にする。

⇒　数値目標

· 子育て支援活動の拡充

「幼児教育センター事業」の推進：子育てや幼児教育に関する相談・助言活動を十分に行えるよう、私立幼稚園協会等にカウンセリングや児童心理等の専門家を配置し、地域内の各幼稚園を定期的に巡回しながら、保護者に身近な幼稚園の場を活用して、必要な相談・助言活動を行う。併せて、こうした専門家による保護者への講習会や、幼稚園教諭を対象としたカウンセリング講習なども行う。

⇒　数値目標

　　「幼稚園情報ネットワークシステム」の構築：地域内の幼稚園のうち拠点園を設けて、子育てや幼児教育に関する様々な情報提供を行うとともに、小児科医や児童相談所、保健所、保育所、その他の関係機関・団体などと地域内の全ての幼稚園をネットワーク化し、幼稚園が各種相談や情報提供の窓口として機能できるようにする。その際、パソコンや携帯電話などから簡単に情報を手に入れられるよう、インターネット等を活用した新しい情報提供システムのあり方についても検討する。なお、ファミリー・サポート・センター事業のブランチとしても活用できる。

　　⇒　数値目標

· 地域に開かれた園づくり事業の促進：

「オープン・スクール事業」の促進：乳幼児を持つ親が気軽に幼稚園に遊びに来られて、同じような親子同士がふれあいながら地域社会の一員として溶け込んでいけるよう、幼稚園の施設設備等を活用した遊び・学び・交流の場を提供する。特に、専業主婦にとって、子どもと遊びながら親業を学べるような環境設定を工夫することで、親が親として育つ場にすることを重視する。

　　⇒　数値目標

〔子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備〕

〈重点項目〉

1 子どもの生きる力の育成

次代を担う子どもたちに生きる力の基礎を培い、心豊かにたくましく生活できるよう、地域の社会資源なども活用しながら様々な体験活動を展開する。

2 幼稚園における中高生ふれあい体験活動の推進

幼稚園を活用して、中・高校生等が幼児とふれあうことで、幼児理解を深めるとともに、中高生に年長者としての自覚と責任を持たせる活動を推進する。

3 幼児教育の充実

文部科学省が平成13年に策定した「幼児教育振興プログラム」の趣旨を踏まえつつ、幼児教育の振興に関する政策プログラムを策定し、幼稚園における教育活動・教育環境の充実をはじめ、子育て支援の充実、小学校との連携、保育所との連携など、総合的な幼児教育の充実に向け、多様な取り組みを行う。

4 幼児教育を担う人材の育成

幼児教育の一層の充実を図るため、その担い手である幼稚園教員の資質向上を図る観点から、新たな研修システムの体系化を目指す。

5 幼児教育の質的向上を図るための評価システムの検討

幼稚園設置基準に盛り込まれた幼稚園活動の自己点検・自己評価の取り組みを促すとともに、幼児教育の一層の質的向上を図りつつ、社会に開かれた幼稚園づくりを進めるため、第三者評価も視野に入れた新しい評価システムの構築を目指す。

6 幼稚園運営の適正化の推進

幼稚園を設置運営する学校法人のガバナンスを確立し、幼稚園運営がより適切に行われるよう、法人経営及び幼稚園運営の適正化を図るためのマネジメント指導を行う。

〈具体的な施策例〉

· 子どもの生きる力の育成

「生きる力育成支援事業」：地域のお年寄りや一芸に秀でた専門家などに協力してもらい、子どもたちに伝承遊びを伝えたり、本物の技術（技）に触れるといった体験活動を行うことを通して、子どもたちの生きる力の育成を図る。

· 幼稚園における中高生ふれあい体験活動の推進

　　「中高生と幼児の交流体験事業」：幼稚園を活用して、中・高校生等が幼児と関わることで、幼児理解を深めるとともに、次代の親となる意識を持ってもらう。また、こうした活動を行うことによって、中高生に年長者としての自覚と責任を持たせる。

· 幼児教育の充実

「市町村版幼児教育振興プログラムの策定」：地域の実情を考慮した幼児教育の充実が図られるよう、文部科学省の「幼児教育振興プログラム」を踏まえつつ、その後の諸状況の変化も勘案しながら、市町村版の振興プログラムを策定し、その着実な推進を図る。

· 幼児教育を担う人材の育成

「研修システム体系化促進事業」：従来のような単なる経験年次やテーマに応じた研修を行うのではなく、教員個々の経験や力量に応じた効果的な研修となるよう、受講した研修の履歴や成果などを把握し、個人単位及び園単位で研修の積み上げができるようなシステム化を図る。

· 幼児教育の質的向上を図るための評価システムの検討

「自己点検・評価促進事業」：幼稚園における自己点検・自己評価の取り組みを促すため、自己点検・評価項目の設定や記入例、公表のあり方などを示したマニュアルを作成するとともに、自己点検・評価に関する実践モデル園を指定し、自己点検・評価の開発及び浸透を図る。

「第三者評価システム開発事業」：幼稚園教育の一層の質的向上を図るために、より客観的かつ効果的な評価を行えるよう、新たな第三者評価システムの構築に向けた検討を行う。

· 幼稚園運営の適正化の推進

「幼稚園マネジメント指導事業」：幼稚園を設置する学校法人が、経理の公開をはじめ法人としての透明性、公共性、公益性、事業の継続性、安定性など法人ガバナンスを確立し、適正な幼稚園運営が行えるよう、専門家等による法人経営及び幼稚園運営に関するマネジメント指導を行う。

Ⅵ　今後の課題

　次世代育成支援対策に向けた行動計画は、平成17年度からの10年計画であり、中長期的な観点からの計画立案が求められる。その際、地方分権や規制改革、さらには三位一体の改革など、我が国の構造改革の動向も視野に入れながら、様々な状況変化に対応できる柔軟な計画とすることが求められる。特に、構造改革特区や幼保一体化の動向、さらには中央教育審議会における審議状況などを踏まえた計画策定が期待される。

　そこで、計画の策定に当たっては、次のような視点を踏まえることが必要だと考える。

· 公立幼稚園・保育所の統廃合及び民営化などを視野に入れた計画とすること

· 市町村における私立幼稚園の行政窓口を明確にすること

· その場合、保護者の利便性や幼保一体化の動向なども勘案して、幼稚園と保育所の窓口の一本化し、子どもに関する総合行政が展開できるよう配慮すること

· 中央教育審議会（教育行財政部会、幼児教育部会）の審議状況を踏まえながら、近い将来の幼児教育改革に即応できるような体制を講じておくこと

（特に、中教審幼児教育部会に関しては、平成16年6月を目途に中間とりまとめが行われる予定であることから、その審議状況を踏まえつつ、行動計画策定においても柔軟に対応する必要があると考えられる）

· 少子化社会対策基本法が成立したことを踏まえ、平成16年中に今後の少子化対策の具体的な方向性や考え方などを盛り込んだ少子化社会対策大綱が策定される見通しであり、こうした動向も視野に入れながら行動計画策定に望むこと

· 様々な状況変化に機動的に対応できるよう、計画を柔軟に見直せる体制を講じること

· 行動計画に実効性を持たせるため、幅広く関係者からなるフォローアップ体制を講じること

